





























































傾向は指摘されており、例えば、1 日に消費する子どものエネルギー量は、過去 50 年間を


















活動に関する国際勧告（Global Recommendation on Physical Activity for Health）」を発
表した (10)。その中で 5 ～ 17 歳、18 ～ 64 歳、65 歳以上の年齢に分けて、有酸素性の身体活
動の時間と強度に関する指針および筋骨格系の機能低下を防止するために行うべき運動頻




2010 年 5 月には、「身体活動のトロント憲章：世界規模での行動の呼びかけ（Toronto 






















は①「日常生活における歩数の増加（1200 ～ 1500 歩の増加）」、②「運動習慣者の増加（約
10％増加）」③「住民が運動しやすいまちづくり・環境整備に取り組む自治体数の増加（47





































































身体活動による影響 年 著者 タイトル 雑誌
運動が海馬での神経細胞の神経新生を促進
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Running enhances neurogenesis, learning
and long-team potentiation in mice.
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脳構造の変化：灰白質や白質の量が比較的短
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2008 Hillman et al.
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Acute modeerate exercise elicits increased
dorsolateral prefrontal activation and
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カナダ Canadian Physical Activity













































イギリスやカナダ、オーストラリアなどでは、0 ～ 5 歳の幼児についてのガイドラインが
示されている。これら諸外国のガイドラインでは推奨内容として、身体活動の強度と 1 日
当たりの活動時間が明確に示されている。その根拠としては、各国における幼児の身体活動
を、客観的に評価した先行研究のレビューに基づいて策定されている。概ね、1 日 60 分以
上の中高強度の身体活動（有酸素性）を推奨している国が多い。2011 年に、米国では一日
に中強度の身体活動を 60 分以上、英国では 5 歳未満の歩行可能な子どもは毎日少なくとも
180 分（GOV. UK. Department of Health, 2011）、カナダにおいても 5 歳未満の子どもは 1
日 180 分以上の身体活動を行うこと（Canadian Society for Exercise Physiology，2011）を
推奨している。また、WHO は 5 歳～ 17 歳を対象として、1 日少なくとも 60 分の中高強度
の身体活動を毎日行うこととしている。これらのことから、国際的には子どもの身体活動




平成 24 年度に就学前教育・保育において 5 歳児の幼稚園在園者数は 594,732 人、幼稚園


















第2章　ねらい及び内容 第3章　保育の内容 第2章 ねらい及び内容並びに配慮事項
1 保育のねらい及び内容 第1 ねらい及び内容
(2)教育に関わるねらい及び内容
健康 ア　健康 健康







2 内容 (イ)  内容 2 内容
(2) いろいろな遊びの中で十分に体を動かす。 ②いろいろな遊びの中で十分に体を動かす。 (2) いろいろな遊びの中で十分に体を動かす。
(3) 進んで戸外で遊ぶ。 ③進んで戸外で遊ぶ。 (3) 進んで戸外で遊ぶ。
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